
5 0 4 0 0 1

半  期  報  告  書

自   平成１１年 4 月  １日
（第９０期中）

至   平成１１年 9 月 30 日

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社





半      期      報      告      書

(第９０期中)

関 東 財 務 局 長   殿

平成１１年１２月１７日提出

会    社    名                        日    本    証    券    金    融    株    式    会    社

英    訳    名        

代表者の役職氏名                          取  締  役  社  長               小     島     邦     夫

本 店 の 所 在 の 場 所            東 京 都 中 央 区 日 本 橋 茅 場 町 一 丁 目 ２ 番 １ ０ 号

電  話  番  号          ０３ （３６６６）３１８４  （直通）

連    絡    者        総 務 部 長    平     野     尚     美

も よ り の 連 絡 場 所                              同                      上

半期報告書の写しを縦覧に供する場所

                名           称                              所         在         地

日本証券金融株式会社  札 幌 支 店         札 幌 市 中 央 区 南 一 条 西 4 丁 目 ５ 番 地

日本証券金融株式会社  新 潟 支 店         新 潟 市 本 町 通 七 番 町 １ １ ５ ３ 番 地

日本証券金融株式会社  福 岡 支 店         福 岡 市 中 央 区 天 神 ２ 丁 目 １ ４ 番 ２ 号

東 京 証 券 取 引 所         東 京 都 中 央 区 日 本 橋 兜 町 ２ 番 １ 号

（注）札幌、新潟および福岡の３支店は、証券取引法の規定による備付場

所ではありませんが、投資者の便宜のため、半期報告書の写しを備

えるものであります。

（本書面の枚数：表紙共１７枚）

自 平成１１年４月  １日

至 平成１１年９月３０日

Ｊａｐａｎ  Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ  Ｆｉｎａｎｃｅ  Ｃｏ.,Ｌｔ





目                  次

第一部 企 業 情 報 １頁

第１ 会 社 の 概 況 ２

１． 資 本 金 の 増 減 ２

２． 株 式 の 総 数 ２

３． 株 式 の 状 況 ３

４． 株価および株式売買高の推移 ５

５． 役 員 の 異 動 ５

６． 従 業 員 の 状 況 ５

第２ 事 業 お よ び 営 業 の 状 況 ６

１． 事 業 の 状 況 ６

２． 営 業 の 状 況 ６

第３ 設 備 の 状 況 １１

１． 設 備 の 異 動 １１

２． 設 備 計 画 １１

第４ 経 理 の 状 況 １２

１． 中 間 財 務 諸 表 １３

(1) 中 間 貸 借 対 照 表 １３

(2) 中 間 損 益 計 算 書 １５

２． そ の 他 ２３

中 間 監 査 報 告 書

第二部 保 証 会 社 等 の 情 報 ２９





－ 1－

第  一  部    企    業    情    報



－ 2－

第１  会  社  の  概  況

１．資 本 金 の 増 減

前事業年度末現在の資本金 当 半 期 中 の 増 減 当 半 期 末 現 在 の 資 本 金

１０，０００，０００ 千円 千円 １０，０００，０００ 千円

２．株 式 の 総 数

種            類 会 社 が 発 行 す る 株 式 の 総 数 摘            要

普 通 株 式 １６０，０００，０００ 株 （注）

計 １６０，０００，０００

（注） 「株式を消却した場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。

  なお、当半期末までに利益により株式 5,476,000 株を消却し、当半期末では 154,524,000 株となっており

ます。

発           行           数

当 該 半 期 末 現 在 提 出 日 現 在

記名・無記名の

別および額面・

無 額 面 の 別

種類

（平成１1年9月30日現在）（平成１1年12月17日現在）

上場証券取引所

名 ま た は 登 録

証 券 業 協 会 名

摘 要

株 株
記名式額面株式

（券面額５０円）

普通

株式 １１８，２７４，０００ 同      左

東京証券取引所

（市場第一部）

議決権

あ り

発

行

済

株

式

計 １１８，２７４，０００ 同      左
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３．株 式 の 状 況

（１）大 株 主 の 状 況

平成１１年９月３０日現在

氏 名 ま た は 名 称 所 有 株 式 数
発行済株式総数に対する

所 有 株 式 数 の 割 合

株 式 会 社 日 本 興 業 銀 行 ５，９３８ 千株 ５．０２ ％

日 興 證 券 株 式 会 社 ４，７９０ ４．０５

株 式 会 社 あ さ ひ 銀 行 ４，６４０ ３．９２

株 式 会 社 日 本 長 期 信 用 銀 行 ４，６０１ ３．８９

株 式 会 社 富 士 銀 行 ４，３３１ ３．６６

野 村 證 券 株 式 会 社 ４，２８８ ３．６２

財 団 法 人 資 本 市 場 振 興 財 団 ３，５３１ ２．９８

株 式 会 社 大 和 証 券 グ ル ー プ 本 社 ３，３０４ ２．７９

東 洋 信 託 銀 行 株 式 会 社 ３，２４８ ２．７４

三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 ２，０６３ １．７４

計 ４０，７３６ ３４．４４

（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

東洋信託銀行株式会社 3,248千株

三井信託銀行株式会社 2,063千株
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（２）議 決 権 の 状 況

平成１１年９月３０日現在

議 決 権 の あ る 株 式 数議決権のない

株 式 数 自己株式等 そ の 他

単 位 未 満

株 式 数
摘              要

株 株 株 株 単位未満株式数に含まれている自己株式およ

び相互保有株式は次のとおりであります。

発

行

済

株

式

1,326,000 115,688,000 1,260,000
自 己 株 式

相 互 保 有 株 式

日本証券代行㈱

日本協栄証券㈱

454株

625株

750株

（注）上記「議決権のある株式数」の「その他」および「単位未満株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株

式が、それぞれ 129,000株および 600株含まれております。

所 有 者 の 氏 名 ま た は 名 称 等 所   有   株   式   数

氏名または名称 住           所 自 己 名 義 他人名義 計

発行済株式

総数に対す

る所有株式

数の割合

摘

要

株 株 株 ％

日本証券金融㈱ 中央区日本橋茅場町１－２－１０ 2,000 ― 2,000 0.0
（ 注

）

日本証券代行㈱ 中央区日本橋茅場町１－２－４ 680,000 ― 680,000 0.57

日本協栄証券㈱ 中央区日本橋茅場町１－２－１８ 644,000 ― 644,000 0.54

自

己

株

式

等

計 1,326,000 ― 1,326,000 1.12

（注）株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が 9,000株あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「議決権のある株式数」の「その他」の欄に含まれております。
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４．株価および株式売買高の推移

月   別
平成 11年
４  月

５  月 ６  月 ７  月 ８  月 ９  月

最 高 ７３８ 円 ７８０ ６９７ ７５０ ６９８ ６６７

最 低 ５７２ 円 ５６４ ５８５ ６４５ ６００ ５０２

当該半期中における

月別最高・最低株価

および株式売買高

売 買 高 ７，６７８ 千株 ６，０８５ ７，６１８ ８，０２５ ５，６０８ ８，７８４

（注）最高・最低株価および株式売買高は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

５．役 員 の 異 動

該当事項はありません。

６．従業員の状況

従 業 員 数 平 均 給 与 月 額

２７９ 名 ５２５，４９２ 円

（注）平均給与月額は、平成１１年９月の税込支払給与額の平均額であり、基準外賃金を含み、賞

与は含まれておりません。
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第２  事 業 お よ び 営 業 の 状 況

１．事 業 の 状 況

（１）合   併

該当事項はありません。

（２）営業の主要部分の譲渡契約等の概要

該当事項はありません。

（３）営業の主要部分の賃貸借、技術援助契約等の概要

該当事項はありません。

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

２．営 業 の 状 況

（１）概      況

  当中間期におけるわが国経済を顧みますと、設備投資は引き続き減少傾向

にあり、個人消費も回復感に乏しいものの、公共投資や住宅投資の増加から

景気は下げ止まりの様相を濃くしております。この間、日本銀行のいわゆる

ゼロ金利政策により長・短金利ともに極めて低い水準で推移しました。

  株式市場についてみますと、期初 1 6 , 3 2 7 円で始まった日経平均株価は、景

気回復期待感等から上伸し、7 月 1 9 日には 1 8 , 5 3 2 円と期中最高値を記録しま

した。その後は円相場の高騰等から下げに転じたあと一進一退が続き、 9 月

末の日経平均株価は 1 7 , 6 0 5 円となりました。

  この間、東証第一部１日平均売買高は 6 2 7 百万株と前年同期を 1 5 7 百万株、

同売買代金は 7 , 0 6 9 億円と同 3 , 3 0 2 億円それぞれ上回りました。

  一方、公社債市場についてみますと、長期債市況は、日本銀行による金融

緩和政策の継続により 5 月までは堅調に推移し、長期金利（ 1 0 年国債利回り）

は期初の 1 . 6 6 6％から 5 月 1 4 日には 1 . 2 0 5％まで低下しました。その後は景

況感の改善等から軟調に転じ、 9 月末時点では 1 . 6 0 5％となっております。

  このような環境下にあって、当社の融資業務は、貸借取引部門が好調であ

ったため、当中間期における主要貸付金の期中平均残高は 9 , 6 1 0 億円と前年

同期比 3 , 8 8 1 億円の増加となりました。有価証券貸付業務も一般貸株部門が

好調を持続しました。

営業収益は、貸借取引における有料品貸銘柄（ 逆 日 歩 有 料 銘 柄 ） の 減 少 や

債 券 貸 借 取 引 成 約 額 の 縮 小 に 伴 い 有 価 証 券 貸 付 料 が 大 幅 に 減 少 し た た め 、
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9 , 6 3 0 百万円と前年同期比 4 1 . 5 %の減少となりました。一方、営業費用も、

有価証券貸付料にスライドした有価証券借入料の減少、資金調達コストの低

減、事業税の計上区分変更などにより、 8 , 3 0 5 百万円と前年同期比 4 7 . 9 %減

少しました。この結果、経常利益は、 1 , 7 3 9 百 万 円 と 前 年 同 期 に 比 べ ほ ぼ 倍

増（事業税計上方式の変更を考慮した実質ベースでは 7 5 . 2％増）し、当期利

益も 1 , 2 2 1 百万円と 8 3 . 3 %の増加となりました。

  なお、コンピュータの西暦 2 0 0 0 年問題につきましては、 2 0 0 0 年問題対応

委員会を設置し、インダストリー・ワイドテストや障害発生を想定した実地

訓練を行い万全を期しております。

（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますので、本報告書記載の課

税取引については、消費税等を含んでおりません。

（２）貸借取引貸付金金利等の推移

金 利

年     月     日
融 資 金 利 貸 株 等 代 り 金 金 利

貸 借 取 引

担 保 金 率

年                       ％ 年                       ％ ％

平成 11 年  ４月  １日現在 ０．７０ ０．００ ３０

           ９月３０日現在 ０．７０ ０．００ ３０

（３）公社債貸付金および一般貸付金の基準金利

平成１ 1年９月３０日現在

貸 付 金 の 種 類 金                   利

公 社 債 流 通 金 融 証 券 会 社 年 ０．１６０ ～ ０．２１０ ％

国 債 受 渡 金 融 証 券 会 社 ０．１６０

公

社

債

貸

付 顧 客 貸 付 顧 客 ２．９２５ ～ ３．４２５

普 通 貸 付 証 券 会 社 １．６２５

極 度 貸 付 証 券 会 社 １．３７５

一

般

貸

付
顧 客 貸 付 顧 客 ３．６７５
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（４）証券取引所市場売買高と当社貸付の状況

第 ８ ９ 期 上 半 期 第 ９ ０ 期 上 半 期

平成１０年４月  １日から
平成１０年９月３０日まで

平成１１年４月  １日から
平成１１年９月３０日まで

期 別

区 分

総 額 総 額

株 数
百万株

５８，８０８

百万株

７７，８３７東 京 証 券 取 引 所

第 １ 部 売 買 高 金 額
百万円

４７，０８０，８９９

百万円

８７，６６０，４５７

前 期 末 残 高
百万円

３８２，２４３

百万円

５４４，３９１

当上半期貸出高 ２，００２，４３７ ６，７６６，０８５

当上半期回収高 ２，１０８，５３４ ６，１１０，５８０

貸 借 取 引

貸 付 金

当上半期末残高 ２７６，１４６ １，１９９，８９６

前 期 末 残 高 ５９２，３６０ １２１，５８５

当上半期貸出高 ２，９６５，３０５ ３５８，７７３

当上半期回収高 ２，９２０，２３１ ４３３，４４２
公 社 債 貸 付 金

当上半期末残高 ６３７，４３４ ４６，９１６

前 期 末 残 高 ２０３，７０９ １１２，８０２

当上半期貸出高 １１９，２１１ １４９，６９７

当上半期回収高 ２３６，５００ １７９，０８９
一 般 貸 付 金

当上半期末残高 ８６，４２０ ８３，４１０

前 期 末 残 高 ４５，１００ ４１，５００

当上半期貸出高 ５０４，３００ ６５９，０７８

当上半期回収高 ５１０，３００ ６６０，５５２

そ の 他 の

貸 付 金

当上半期末残高 ３９，１００ ４０，０２６

前 期 末 残 高 １，２２３，４１３ ８２０，２８０

当上半期貸出高 ５，５９１，２５３ ７，９３３，６３４

当上半期回収高 ５，７７５，５６６ ７，３８３，６６４

当        

社        

の        

貸        

付        
金        

の        

状        

況 計

当上半期末残高 １，０３９，１０１ １，３７０，２４９
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第 ８ ９ 期 上 半 期 第 ９ ０ 期 上 半 期

平成１０年４月  １日から
平成１０年９月３０日まで

平成１１年４月  １日から
平成１１年９月３０日まで

期 別

区 分

総 額 総 額

前 期 末 残 高
百万株

２７７，９０６

百万株

４２７，９７０

当上半期貸出高 ３，１９５，７６０ ６，３３５，７５５

当上半期回収高 ３，１６５，７８０ ６，３７２，０２０

貸 借 取 引

貸 付 有 価 証 券

当上半期末残高 ３０７，８８６ ３９１，７０５

前 期 末 残 高 １，４０６，３００ １，３９７，４００

当上半期貸出高 １４，９５０，５００ １５，４１１，７００

当上半期回収高 １５，１１８，８００ １６，０１８，６００

貸 債 券 取 引

貸 付 有 価 証 券

当上半期末残高 １，２３８，０００ ７９０，５００

前 期 末 残 高 ２，３６４ １０，２９５

当上半期貸出高 ８１７，１８８ ９１４，１３０

当上半期回収高 ８１６，５２７ ８９７，４４９

そ の 他 の

貸 付 有 価 証 券

当上半期末残高 ３，０２４ ２６，９７６

前 期 末 残 高 １，６８６，５７１ １，８３５，６６５

当上半期貸出高 １８，９６３，４４８ ２２，６６１，５８６

当上半期回収高 １９，１０１，１０８ ２３，２８８，０６９

当    

社    

の    

貸    

付    

有    

価    

券    

の    

状    
況 計

当上半期末残高 １，５４８，９１１ １，２０９，１８２
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（５）業務部門別収入の状況

第 ８ ９ 期 上 半 期 第 ９ ０ 期 上 半 期

平成１０年４月   １日から

平成１０年９月３０日まで

平成１１年４月   １日から

平成１１年９月３０日まで

金        額 比    率 金        額 比    率

貸 借 取 引 貸 付 金 利 息
百万円

１，６２２

％

９．９

百万円

２，９９６

％

３１．１

借入有価証券代り金利息 ８０３ ４．９ ４３０ ４．５

貸 借 取 引 受 取 手 数 料 ２３ ０．１ １２１ １．３

貸借取引有価証券貸付料 ８，６５８ ５２．６ ３，３４７ ３４．７

貸

借

取

引 小          計 １１，１０８ ６７．５ ６，８９５ ７１．６

公 社 債 貸 付 金 利 息 ５２９ ３．２ ４８ ０．５

一 般 貸 付 金 利 息 １，２４３ ７．５ ９９２ １０．３

一 般 貸 付 受 取 手 数 料 ０ ０．０ ０ ０．０

一

般

貸

付 小          計 １，２４４ ７．５ ９９３ １０．３

貸債券取引有価証券貸付料 １，０５２ ６．４ ６１２ ６．４

借入有価証券代り金利息 ９７４ ５．９ １７８ １．８

貸債券取引受取手数料 ０ ０．０ － －

貸

債

券

取

引 小          計 ２，０２７ １２．３ ７９１ ８．２

一 般 貸 株 ７５３ ４．６ ８３１ ８．７

そ の 他 の 収 入 ８０３ ４．９ ６９ ０．７

計 １６，４６６ １００．０ ９，６３０ １００．０

（注）その他の収入の内訳は、営業収益のうちコール・ローン利息、その他の貸付金利息、国債元利金支払取扱     受

取手数料、その他の受取手数料および上記部門以外の有価証券貸付料であります。

  期     別

区     分



－ 1 1－

第３  設  備  の  状  況

１．設 備 の 異 動

該当事項はありません。

２．設 備 計 画

該当事項はありません。
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第４　　 経　　理　　の　　状　　況

１． 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５２年大蔵省令第

３８号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成 10 年 4 月 1 日から平成 10 年 9 月 30 日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間（平成 11 年 4 月 1 日から平成 11 年 9 月 30 日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

また、中間財務諸表その他の事項の金額については百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． 前中間会計期間および当中間会計期間の中間財務諸表については、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、

東陽監査法人の中間監査を受けております。

その中間監査報告書は、「経理の状況」の末尾のとおりであります。
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１．中 間 財 務 諸 表

（１）中 間 貸 借 対 照 表

前中間会計期間末 当中間会計期間末
前 事 業 年 度 末 の

要 約 貸 借 対 照 表

（平成１０年９月３０日現在）（平成１１年９月３０日現在）（平成１１年３月３１日現在）

期　　別

科　　目
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（資　産　の　部）

Ⅰ　流　動　資　産

1. 現 金 ・ 預 金

2. コ ー ル ・ ロ ー ン

3. 貸 付 金

(1)  貸 借 取 引 貸 付 金

(2)  公 社 債 貸 付 金

(3)  一 般 貸 付 金

(4)  そ の 他 の 貸 付 金

4.貸 付 有 価 証 券

5.保 管 有 価 証 券

6.寄 託 有 価 証 券

7.借入有価証券代り金

8.そ の他の流動資産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 計

Ⅱ　固　定　資　産

1. 有 形 固 定 資 産

2. 無 形 固 定 資 産

3. 投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 計

※1

※1

※1

※1

※2

※1

1,969

101,000

1,039,101

(276,146)

(637,434)

(86,420)

(39,100)

1,548,911

158,522

207,831

578,150

1,559

△3,176

3,633,869

2,319

24

24,292

△80

26,556

99.3

0.7

1,715

6,700

1,370,249

(1,199,896)

(46,916)

(83,410)

(40,026)

1,209,182

270,217

1,294,049

724,054

6,518

△1,923

4,880,765

2,145

279

37,041

△50

39,415

99.2

0.8

1,862

167,700

820,280

(544,391)

(121,585)

(112,802)

(41,500)

1,835,665

190,665

501,745

653,095

15,202

△2,404

4,183,811

2,255

23

34,213

△50

36,442

99.1

0.9

資 産 合 計 3,660,426 100.0 4,920,181 100.0 4,220,253 100.0
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前中間会計期間末 当中間会計期間末
前 事 業 年 度 末 の

要 約 貸 借 対 照 表

（平成１０年９月３０日現在）（平成１１年９月３０日現在）（平成１１年３月３１日現在）

期　　別

科　　目
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（負　債　の　部）

Ⅰ　流　動　負　債

1. コ ー ル ・ マ ネ ー

2. 短 期 借 入 金

3. コマーシャル・ペーパ

ー

4. 未 払 法 人 税 等

5. 未 払 事 業 税 等

6. 賞 与 引 当 金

7. 貸 借 取 引 担 保 金

8. 貸付有価証券代り金

9. 預 り 金

10. 預 り 担 保有価証券

11. 借 入 有 価 証 券

12. 貸 付 有 価証券見返

13. そ の 他 の流動負債

流 動 負 債 計

Ⅱ　固　定　負　債

1. 退 職 給 与 引 当 金

2. 役員退職慰労引当金

固 定 負 債 計

※3

746,200

16,287

30,000

470

144

308

16,782

806,861

24,719

491,802

1,420,445

3,016

1,587

3,558,624

2,081

-

2,081

97.2

0.1

733,680

18,307

210,000

1,007

-

299

19,535

1,052,192

8,490

1,792,006

970,943

10,500

1,561

4,818,524

2,190

487

2,677

97.9

0.1

480,850

17,287

61,000

900

-

198

17,943

996,646

14,629

875,113

1,645,463

7,500

1,551

4,119,084

2,101

422

2,523

97.6

0.1

負 債 合 計 3,560,706 97.3 4,821,202 98.0 4,121,607 97.7

（資　本　の　部）

Ⅰ　資　　本　　金

Ⅱ　資 本 準 備 金

Ⅲ　利 益 準 備 金

Ⅳ　その他の剰余金

1. 任 意 積 立 金

2. 中間(当期)未処分利益

そ の 他 の 剰 余 金 計

10,000

5,181

1,989

78,948

3,600

82,548

0.3

0.1

0.0

2.3

10,000

5,181

2,078

77,468

4,251

81,719

0.2

0.1

0.0

1.7

10,000

5,181

1,989

78,948

2,527

81,476

0.2

0.1

0.1

1.9

資 本 合 計 99,719 2.7 98,979 2.0 98,646 2.3

負 債 ・ 資 本 合 計 3,660,426 100.0 4,920,181 100.0 4,220,253 100.0
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（２）中 間 損 益 計 算 書

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間
前 事 業 年 度 の

要 約 損 益 計 算 書

平成10 年４月１日から

平成10 年９月30日まで

平成11 年４月１日から

平成11 年９月30日まで

平成10 年４月１日から

平成11 年３月31日まで

期　　別

科　　目

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 営 業 収 益 16,466 100.0 9,630 100.0 30,804 100.0

1. 貸 付 金 利 息

(1) 貸借取引貸付金利息

(2) 公 社 債 貸 付 金 利 息

(3) 一 般 貸 付 金 利 息

(4) その他の貸付金利息

2. 借入有価証券代り金利息

3. 受 取 手 数 料

4. 有 価 証 券 貸 付 料

4,148

(1,622)

(529)

(1,243)

(752)

1,778

68

10,470

4,079

(2,996)

(48)

(992)

(42)

609

143

4,798

7,613

(3,118)

(712)

(2,272)

(1,510)

3,465

190

19,535

Ⅱ 営 業 費 用 12,341 75.0 4,979 51.7 22,499 73.0

1. 支 払 利 息

(1) 借 入 金 利 息

(2) そ の 他 の 支 払 利 息

2. コマーシャル・ペーパー利息

3. 支 払 手 数 料

4. 有 価 証 券 借 入 料

営 業 総 利 益

2,177

(974)

(1,202)

87

268

9,807

4,124 25.0

383

(125)

(258)

63

313

4,219

4,651 48.3

3,500

(1,387)

(2,112)

188

488

18,322

8,304 27.0

Ⅲ 一 般 管 理 費 ※1 3,602 21.9 3,325 34.5 6,754 21.9

営 業 利 益 522 3.1 1,325 13.8 1,550 5.1

Ⅳ

Ⅴ

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

※2 337

0

2.1

0.0

414

0

4.3

0.0

737

56

2.4

0.2

経 常 利 益 860 5.2 1,739 18.1 2,231 7.3

Ⅵ

Ⅶ

特 別 利 益

特 別 損 失

※3

※4

1,138

845

6.9

5.1

497

4

5.2

0.1

1,923

1,574

6.2

5.1

税引前中間（当期）純利益

法 人 税 及 び 住 民 税 額

法人税、住民税及び事業税

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

自 己 株 式 消 却 額

中間（当期）未処分利益

1,152

486

-

666

3,773

△839

3,600

7.0

3.0

4.0

2,232

-

1,011

1,221

3,029

-

4,251

23.2

10.5

12.7

2,580

-

1,385

1,195

3,773

△2,441

2,527

8.4

4.5

3.9
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中間財務諸表作成の基本となる事項

前　中　間　会　計　期　間

平成１０年４月　１日から

平成１０年９月３０日まで

当　中　間　会　計　期　間

平成１１年４月　１日から

平成１１年９月３０日まで

１． 正規の決算において採用している会計処理の原則

および手続きと異なる事項

(1)  減価償却費

中間会計期間末日現在の有形固定資産にかかる

年間償却見積額を期間により按分して計上して

おります。

(2)  退職給与引当金繰入額

当社の退職金支給規程に基づき算出した年間繰入

見積額の 2分の１相当額を計上しております。

(3)  貸倒引当金

前事業年度末の貸倒引当金設定の対象となる債権

額により計算した額を計上しております。

なお、平成１０年度の法人税法の改正（段階的な

繰入率の逓減）に伴い、前事業年度末の当該債権

額に当事業年度に適用される繰入率を乗じて計算

した金額を計上しております。

(4)  法人税・住民税および事業税

中間会計期間を一事業年度とみなして計算した課

税所得に基づく税額を計上しております。

２． 有形固定資産の減価償却の方法

法人税法の規定による耐用年数（自動車を除く）を

採用し、定率法により償却しております。

なお、建物（建物付属設備を除く）の耐用年数につ

いては、法定耐用年数の短縮に伴い、税法基準に合わ

せて改定いたしております。

この変更に伴い、前中間会計期間と同一の基準によ

った場合に比べ、減価償却費は４百万円多く、経常利

益および税引前中間純利益は、それぞれ４百万円少な

く計上されております。

１． 正規の決算において採用している会計処理の原則

および手続きと異なる事項

(1)  減価償却費

同　　　　　左

(2)  退職給与引当金繰入額

同　　　　　左

(3)  貸倒引当金

同　　　　　左

(4)  法人税・住民税および事業税

同　　　　　左

２．有形固定資産の減価償却の方法

法人税法の規定による耐用年数（自動車を除く）を

採用し、定率法により償却しております。
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前　中　間　会　計　期　間

平成１０年４月　１日から

平成１０年９月３０日まで

当　中　間　会　計　期　間

平成１１年４月　１日から

平成１１年９月３０日まで

３． リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理に

よっております。

４． 消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

３． リース取引の処理方法

同　　　　　左

４． 消費税等の処理方法

同　　　　　左

追 加 情 報

前　中　間　会　計　期　間

平成１０年４月　１日から

平成１０年９月３０日まで

当　中　間　会　計　期　間

平成１１年４月　１日から

平成１１年９月３０日まで

１．前中間会計期間において「一般管理費」に含めてお

りました「事業税」（当中間期 217 百万円）は、　　　中

間財務諸表等規則の改正により「法人税および住民

税」（当中間期 794 百万円）に含め、当中間会計期間

においては「法人税、住民税及び事業税」として表示

しております。

２．自社利用ソフトウェアの処理

前事業年度まで「投資その他の資産」に計上してお

りましたソフトウェアについては、「研究開発費及び

ソフトウェアの会計処理に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第12号 平成11年3

月 31 日）における経過措置の適用により、従来の会

計処理方法を継続して採用しております。ただし、同

報告により上記に係るソフトウェアの表示について

は、「投資その他の資産」から「無形固定資産」に変

更し、減価償却の方法については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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会計処理方法の変更

前　中　間　会　計　期　間

平成１０年４月　１日から

平成１０年９月３０日まで

当　中　間　会　計　期　間

平成１１年４月　１日から

平成１１年９月３０日まで

役員退職慰労引当金の計上

役員退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく

中間会計期間末における要支給額を計上しておりま

す。

役員退職慰労金は、従来支出時の費用として処理し

ておりましたが、内規の整備を機会に、同慰労金を役

員の在任する各期に合理的に配分し、期間損益の適正

化を図るため、前事業年度下期において内規に基づく

期末要支給額を引当計上する方法に変更いたしまし

た。

なお、役員退職慰労金の内規の整備に関する取締役

会決議を前事業年度下期に行ったため、前中間会計期

間は従来の方法によっております。このため、前中間

期に変更を行った場合に比べて、前中間会計期間の経

常利益は 57 百万円、税引前中間純利益は 206 百万円

それぞれ多く計上されております。

表 示 方 法 の 変 更

前　中　間　会　計　期　間

平成１０年４月　１日から

平成１０年９月３０日まで

当　中　間　会　計　期　間

平成１１年４月　１日から

平成１１年９月３０日まで

未払事業税および未払事業所税については、前中間

会計期間においては「未払事業税等」として表示して

おりましたが、当中間会計期間においては未払事業税

222 百万円については「未払法人税等」に含め、未払

事業所税 5百万円については「その他の流動負債」に

含めて表示しております。
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注 記 事 項

（中間貸借対照表関係）

前 中 間 会 計 期 間 末

（平成１０年９月３０日現在）

当 中 間 会 計 期 間 末

（平成１１年９月３０日現在）

前 事 業 年 度 末

（平成１１年３月３１日現在）

※1　このうち

寄 託 有 価 証 券

借入有価証券代り金

投 資 そ の 他 の 資 産

150,126 百万円

578,150 百万円

224 百万円

※1　このうち

保 管 有 価 証 券

寄 託 有 価 証 券

借入有価証券代り金

その他の流動資産

投資その他の資産

83,200 百万円

810,743 百万円

724,054 百万円

4,999 百万円

224 百万円

※1　このうち

寄 託 有 価 証 券

借入有価証券代り金

投資その他の資産

321,773 百万円

653,095 百万円

224 百万円

は次の債務の担保に供しております。 は次の債務の担保に供しております。 は次の債務の担保に供しております。

コール・マネー

短 期 借 入 金

借 入 有 価 証 券

526,700 百万円

8,931 百万円

522,005 百万円

コール・マネー

短 期 借 入 金

借入有価証券

448,380 百万円

10,631 百万円

670,737 百万円

コール・マネー

短 期 借 入 金

借 入 有 価 証 券

339,250 百万円

8,821 百万円

617,952 百万円

なお、上記の担保提供資産のほか、公

社債貸付金および一般貸付金等の受入

担保有価証券 568,424 百万円を債務の

担保に供しております。

なお、上記の担保提供資産のほか、公

社債貸付金および一般貸付金等の受入担

保有価証券 83,627 百万円を債務の担保

に供しております。

なお、上記の担保提供資産のほか、公社

債貸付金および一般貸付金等の受入担保

有価証券 142,862 百万円を債務の担保に

供しております。

※2　有形固定資産より控除した減価償

却累計額は 2,560 百万円であります。

※3　仮払消費税等および仮受消費税等

は相殺のうえ、その他の流動負債に含

めて表示しております。

※2　有形固定資産より控除した減価償却

累計額は 2,557 百万円であります。

※3　　　　　同　　　左

※2　有形固定資産より控除した減価償却

累計額は 2,593 百万円であります。

※3
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（中間損益計算書関係）

前　中　間　会　計　期　間

平成１０年４月　１日から

平成１０年９月３０日まで

当　中　間　会　計　期　間

平成１１年４月　１日から

平成１１年９月３０日まで

前　　事　　業　　年　　度

平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで

※1　このうち、当上半期の減価償却実施

額は次のとおりであります。

※1　このうち、当上半期の減価償却実施

額は次のとおりであります。

※1　このうち、当期の減価償却実施額は

次のとおりであります。

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

57 百万円

0 百万円

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

48 百万円

50 百万円

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

118 百万円

1 百万円

※2　このうち、重要なものは次のとおり

であります。

※2　このうち、重要なものは次のとおり

であります。

※2　このうち、重要なものは次のとおり

であります。

有 価 証 券 利 息

受 取 利 息

123 百万円

7 百万円

有 価 証 券 利 息

受 取 利 息

194 百万円

7 百万円

有 価 証 券 利 息

受 取 利 息

305 百万円

16 百万円

※３　このうち、重要なものは次のとおり

であります。

※３　このうち、重要なものは次のとおり

であります。

※３　このうち、重要なものは次のとおり

であります。

貸倒引当金戻入益

投資有価証券売却益

635 百万円

502 百万円

貸倒引当金戻入益 481 百万円 貸倒引当金戻入益

投資有価証券売却益

1,417 百万円

502 百万円

※4　このうち、重要なものは次のとおり

であります。

※4 ※4　このうち、重要なものは次のとおり

であります。

投資有価証券売却損 841 百万円 投資有価証券売却損

過年度役員退職慰労
引当金繰入

1,267 百万円

299 百万円
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（ リ ー ス 取 引 関 係 ）

前　中　間　会　計　期　間

平成１０年４月　１日から

平成１０年９月３０日まで

当　中　間　会　計　期　間

平成１１年４月　１日から

平成１１年９月３０日まで

前　　事　　業　　年　　度

平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引は次のとおりであ

ります。

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

取得価額

相 当 額

減 価 償 却

累計額相当額

中間期末残高

相 当 額

車両及び

運 搬 具

百万円

12

百万円

3

百万円

8

器具及び

備 品 17 1 15

合 計 29 5 24

（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定しております。

(2)未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内　　　 6百万円

１年超　　　17百万円

合　計　　　24百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

(3)支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料　　　　 4百万円

減価償却費相当額　　 4百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。
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（有価証券の時価等関係）

有　価　証　券　の　時　価　等

（単位　百万円）

前 中 間 会 計 期 間 末

（平成１０年９月３０日現在）

当 中 間 会 計 期 間 末

（平成１１年９月３０日現在）

前 事 業 年 度 末

（平成１１年３月３１日現在）
種　　　　　類

中間貸借対

照表計上額
時　価

評価損

(△)益

中間貸借対

照表計上額
時　価

評価損

(△)益

貸借対照表

計 上 額
時　価

評価損

(△)益

流動資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

793

-

-

842

-

-

48

-

-

688

-

-

730

-

-

42

-

-

687

-

-

764

-

-

77

-

-

小 計 793 842 48 688 730 42 687 764 77

固定資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

4,389

13,337

-

13,471

13,964

-

9,082

626

-

3,954

21,419

-

29,717

21,812

-

25,762

392

-

3,954

19,265

-

19,542

19,522

-

15,587

257

-

小 計 17,727 27,436 9,708 25,373 51,529 26,155 23,219 39,065 15,845

合 計 18,521 28,278 9,757 26,062 52,260 26,198 23,907 39,829 15,922

（注）

前 中 間 会 計 期 間 末 当 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末

１． 時価の算定方法

(1)　上場有価証券

主に東京証券取引所の最終

価格によっております。

(2)  上記以外の債券（時価の算定

が困難なものを除く。）

日本証券業協会が発表する

公社債店頭基準気配銘柄の利

回り、残存償還期間等を勘案し

て算定した価格によっており

ます。

２． 流 動 資 産 に 属 す る 株 式 に

は、自己株式を含めて表示してお

ります。なお、評価損は、0百万円

であります。

１． 時価の算定方法

(1)　上場有価証券

同　　　左

(2)　上記以外の債券（時価の算定

が困難なものを除く。）

同　　　左

２． 流 動 資 産に属する株式に

は、自己株式を含めて表示してお

ります。なお、評価損は、0百万円

であります。

１． 時価の算定方法

(1)　上場有価証券

同　　　左

(2)　上記以外の債券（時価の算定

が困難なものを除く。）

同　　　左

２． 流 動 資 産に属する株式に

は、自己株式を含めて表示してお

ります。なお、評価益は、0 百万

円であります。
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前 中 間 会 計 期 間 末 当 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末

３．開示の対象から除いた有価証券

の中間貸借対照表計上額

固定資産に属するもの

非 上 場 株 式　　　582百万円

（店頭売買株式該当なし）

残存償還期間が１年以内

の非上場公募債券    4,664 百万

円

３． 開示の対象から除いた有価証券

の中間貸借対照表計上額

流動資産に属するもの

買現先の有価証券（債券）

5,299百万円

固定資産に属するもの

非 上 場 株 式　 8,582百万円

（店頭売買株式該当なし）

残存償還期間が１年以内

の非上場公募債券　 2,059 百万

円

３． 開示の対象から除いた有価証券

の貸借対照表計上額

流動資産に属するもの

買現先の有価証券（債券）

13,998百万円

固定資産に属するもの

非 上 場 株 式 　8,582百万円
（店頭売買株式該当なし）

残存償還期間が１年以内

の非上場公募債券    1,074 百

万円

（デリバティブ取引関係）

前　中　間　会　計　期　間

平成１０年４月　１日から

平成１０年９月３０日まで

当　中　間　会　計　期　間

平成１１年４月　１日から

平成１１年９月３０日まで

前　　事　　業　　年　　度

平成１０年４月　１日から

平成１１年３月３１日まで

当社は、デリバティブ取引を

全く行っておりませんので該当事

項はありません。

同　　　左 同　　　左

２．そ の 他

該当事項はありません。
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第  二  部    保  証  会  社  等  の  情  報

該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。




